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理解させ、倫理的分析ができる事を目標に、更に
ソーシャルワークに必要な教授法を検討していく
必要がある。
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欧州高等教育圏の構築とソーシャルワー
カーの養成教育改革
～デンマーク及びドイツの事例を中心に～
浦和大学短期大学部
院前期 2004 年卒　高　木　　　剛
１．はじめに
　2010年の欧州高等教育圏の構築を目指す「ボ
ローニャ宣言」により、欧州圏内各国では新たな
高等教育への転換が着実に進められている。これ
まで欧州圏内各国では独自の高等教育制度を有し
ていたため、教職員、学生などの流動性や雇用の
促進、さらには教育・研究の水準の向上を図るう
えで大きな障壁になっていた。「ボローニャ宣言」
以降、欧州圏内各国が一丸となってこの障壁を取
り除き、世界に誇る高等教育圏を構築しようとす
る取り組み（ボローニャ・プロセス）が活発化し、
今年はいよいよその最終年となった。このような
動きの中で各国の大学における「ソーシャルワー
ク教育」も見直されており、その現状と課題を整
理することは、今後の日本の社会福祉士養成の在
り方に少なからず示唆を与えてくれると感じる。
　本稿は、欧州高等教育圏の構築を目指す取り組
みと、それに伴い転換が進められているソーシャ
ルワーク教育について、デンマーク及びドイツの
事例を中心に取り上げ、今後の日本における社会
福祉士養成教育の検討に資することを目的とし
た。
　なお、筆者はすでにボローニャ・プロセスに
伴うソーシャルワーク教育の展開について報告１）
しているが、本稿はそれを加筆・修正し、ボロー
ニャ・プロセスの進捗状況や課題等に関する最新
の情報を記載した。
２．研究方法
　各種文献・資料及びインターネットの情報（欧
州大学協会、コペンハーゲン大学、ポツダム社会
福祉大学、大学学長会議など）をもとに、①ボロー
ニャ・プロセスの概要、②ボローニャ・プロセス
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の進捗状況、③コペンハーゲン大学（デンマーク）、
デュッセルドルフ社会福祉大学（ドイツ）、ポツ
ダム社会福祉大学（ドイツ）などにおけるソーシャ
ルワーク教育、④ボローニャ・プロセスを取り巻
く課題などについて整理した。
３．ボローニャ・プロセスの概要
　1999年に29カ国の教育担当大臣がイタリアのボ
ローニャで会合し、2010年に欧州高等教育圏を構
築する声明が出された。この声明は「ボローニャ
宣言」と呼ばれ、これまで欧州各国で独自につく
られてきた大学教育制度を見直し、2010年までに
欧州圏内で共通する基盤を創り上げるという壮大
なプロジェクトが実施されることとなった。
　ボローニャ宣言の骨子として、以下の６つ内容
が掲げられている。
　① 欧州市民の雇用の機会の増加と欧州高等教育
の国際競争力の向上を目指して、学修内容の
把握を容易にする共通様式（ディプローマ・
サプリメント）を使用するとともに、他大学
と比較可能な学位制度を採用すること。
　② 大学は、バチェラー（Bachelor）と呼ばれる
最低３年以上の課程とし、大学院はマスター
（Master）、ドクター（Doctor）からなる課程
とすること。そしてこれらを欧州圏内共通の
学位とすること。
　③ 学生の大学間の移動を容易にするため、欧州
圏内の大学で単位互換制度（European Credit 
Transfer System；以下ECTS）を確立すること。
　④ 教職員、学生の自由な移動の障壁を取り除き、
流動化を促進すること。
　⑤ 欧州圏で比較可能な評価基準や評価法を開発
し、大学教育の質の保証のための協力をして
いくこと。
　⑥ カリキュラム開発、研究などにおいて、欧州
圏内の視点、特色の普及・促進に努めること。
　この骨子にもとづいた、2010年までの一連の取
り組みの過程を「ボローニャ・プロセス」といい、
2001年にプラハで各国の教育大臣による初会合が
開催されて以降、2003年（ベルリン）、2005年（ベ
ルゲン）、2007年（ロンドン）、2009年（ルーヴェ
ン）と、２年ごとに会合がもたれてきた。各会合
では、ボローニャ・プロセスの各国の進捗状況や、
目標を達成するために優先して取り組む課題など
について話し合われた。表１に示すとおり、ボロー
ニャ・プロセスの参加国は会合のたびに増え、現
在は46カ国となっている。ボローニャ・プロセス
は、5,600を超える大学と3,100万人の学生が対象
となっており、すでに半数以上の学生は（ボロー
ニャ・プロセスにより）転換された教育カリキュ
ラムで学修している。
４．ボローニャ・プロセスの進捗状況
　欧州大学協会（European University Association）
の報告書２）によると、大学におけるバチェラー
及びマスター課程の導入割合は、ハンガリー、リ
ストニア、エストニアで70 ～ 85％であるものの、
欧州圏全体では95％という状況である。また、欧
州単位互換制度（ECTS）については、ギリシャ
で導入が遅れているものの、それ以外のほとんど
の国では導入済みとなっている。
　より詳細な進捗状況として、ここではドイツに
注目し、大学学長会議（Hochschulrektorenkonferenz
； 以下HRK）の報告書３）をもとに概観してみたい。
１）大学全体及び大学種別の状況
　ドイツ国内でバチェラー及びマスター課
程 を 導 入 し た 大 学 は、2010年 １ 月 現 在 で
80.5 ％である。ドイツでは高等教育大綱法
（Hochschulrahmengesetz） に よ り、 大 学 は「 総
合 大 学 」（Universitäten）、「 芸 術・ 音 楽 大 学 」
（Kunst-und Musikhochschulen）、「専門単科大学」
（Fachhochschulen）などに分類できるが、バチェ
ラー及びマスター課程の導入割合は、それぞれ
76.6％、46.3％、96.6％となっており、大学間で
差が見られる。また、大学種別ごとのバチェラー
課程の修学年数は、総合大学の94.9％が３年間
（６学期）であるのに対し、芸術・音楽大学では
73.9％が４年間（８学期）、専門単科大学では３
年間（６学期）と３年６ヶ月間（７学期）が半々
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という状況で、大学種別によって修学年数に差が
見られる（表２）。一方、マスター課程について
は、総合大学、芸術・音楽大学、専門単科大学の
全てで２年間（４学期）の割合が高い（それぞれ
86.4％、92.4％、59.5％）（表３）。
２）学修分野別の状況
　主な学修分野別のバチェラー及びマスター課程
の導入状況は、「地域科学」（Regionalwissenschaften）
が95.2 ％、「 経 済 学 」（Wirtschaftswissenschaften）
が94.8 ％、「 農 学・ 林 学・ 食 品 科 学 」（Agrar-, 
Forst-und Ernährungswissenschaften）が94.3％、「工
学」（Ingenieuwissenschaften）が93.7 ％と高率で
あるのに対し、「言語学・文化学」（Sprach-und 
Kulturwissenschaften）では65.6％、「芸術・音楽」
（Kunst und Musik）では53.4％となっており、学修
分野で差が見られる。ちなみにソーシャルワーク
関連分野である「社会科学」（Sozialwissenschaften）
は87.4％である。
３）各州の状況
　各州の大学におけるバチェラー及びマスター課
程の導入状況は、ベルリン州、ブランデンブルク
州、ブレーメン州、ニーダーザクセン州、ザク
セン州、シュレスヴィヒ・ホルシュタイン州で
それぞれ100％であるのに対し、ザールラント州
（0.0％）、ザクセン・アンハルト州（1.8％）、メー
クレンブルク・フォーポメルン州（3.0％）、バー
デン・ヴュルデンベルク州（4.9％）などと、州
によって大きな差が見られる。
４）バチェラー又はマスター課程の在籍学生数
　大学生（1999年度；1,770,489名）のうち、バ
チェラー又はマスター課程に在籍していた学生数
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表１．ボローニャ宣言以降のボローニャ・プロセスへの参加国
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は、バチェラー課程が4,122名、マスター課程が
2,580名で、総学生数に占める割合はわずか0.4％
であったが、2001年度（2.1％）、2003年度（5.3％）、
2005年度（12.5％）と年々増加し、2008年度は
42.9％（学生数2,025,307名のうち、バチェラー課
程が770,082名、マスター課程が98,194名）に達し
ている（表４）。
５．デンマーク及びドイツにおけるソーシャル
ワーク教育の展開
　前述のように、欧州圏内では2010年の欧州高等
教育圏の形成に向けて、高等教育改革が着実に進
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2007㸭2008 1,941,405 529,980 70,599 600,579 30.9 
2008㸭2009 2,025,307 770,082 98,194 868,276 42.9 
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表３．ドイツにおけるマスター課程の修学期間の現況
表４．冬学期（1999 ～ 2009年）におけるバチェラー及びマスター課程の在籍学生数の推移
表２．ドイツにおけるバチェラー課程の修学期間の現況
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められているが、その中でソーシャルワーク教育
はどのような展開を見せているのだろうか。ここ
ではソーシャルワーク教育の展開としてデンマー
ク及びドイツの事例を概観する。
１）デンマークにおけるソーシャルワーク教育
　ボローニャ宣言に伴い、2002年６月28日にソー
シャルワーカー（Socialrådgiver）の養成を管轄し
ている教育省から、「ソーシャルワーカーの教育
に関する省令・第536号」（Bekendtgørelse om soc
ialrådgiveruddannelsen；BEK nr 536 af 28/06/2002）
が出された。デンマークでは、この省令が大学に
おけるソーシャルワーク教育を基礎づけるものと
なっており、現在各大学は、省令の規定にもとづ
いて具体的な教育カリキュラムを設定している。
この省令が施行される前は、大学におけるソー
シャルワーク教育は３年間であったが、バチェ
ラー課程の導入に合わせて、３年６ヶ月間（７学
期制）に変更された。
　省令によれば、ソーシャルワーク教育は「理論
教育」と「実務教育」から構成されており、理論
教育は、「ソーシャルワーク及びカウンセリング」
（socialt arbejde og socialrådgivning）、「心理学及び
精神医学」（psykologi og psykiatri）、「法学」（jura）、
「社会科学」（samfundsvidenskab）の科目分野から
なり、合計174単位が配分されている。また実務
教育は、フィールドスタディ及びインターンシッ
プの２回で実施され、合計36単位が配分されてい
る。そして、これら理論及び実務教育の総計210
単位の取得が卒業要件となっている（表５）。例
えば、1999年にソーシャルワークコースを設置し
たコペンハーゲン大学においても、前述の省令に
もとづいて、2002年からバチェラー課程のソー
シャルワークコースが導入された。入学は、試験
に合格した者の他、職業経験やボランティア経験
を有する者、海外で最低６ヶ月以上の職業経験を
有する者などが対象である。理論教育は、各学期
ごとに前述の４つの科目分野の教育内容が決めら
れており、卒業論文（Bachelor projekt）も含まれ
ている。実務教育は、第２学期にフィールドスタ
ディとして２ヶ月間、小グループに分かれて市当
局や他の自治体などで実施される。そして第６学
期にはインターンシップとして、社会福祉に関す
る施設・機関、関係当局などで４ヶ月間実施され
る。理論教育はもとより、実務教育についても他
国で履修することが可能で、それを自身の所属す
る大学で取得単位として認定することができる。
２）ドイツにおけるソーシャルワーク教育
　 ド イ ツ に お け る ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー
（Sozialarbeiter）の養成教育は、大半が職業教育
中心の「専門単科大学」で実施されている。従来、
一般的な学修期間は４年間（８学期制）で、卒
業時には職業学位としてディプローム（Diplom‐
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表５．デンマークにおけるソーシャルワーカー（socialrådgiver）の養成教育
－ 64 －
Sozialarbeit（FH））が付与されていたが、ボロー
ニャ宣言に伴う教育改革によって、ソーシャル
ワークコースを有する多くの専門単科大学は、３
年６ヶ月間（７学期制）又は３年間（６学期制）
へと切り替わり、卒業時の学位としてバチェラー
（Bachelor of Arts）が付与されることとなった。
　前述のデンマークとは異なり、ドイツではソー
シャルワーク教育に関する国の統一的な規定が設
けられていないため、大学におけるソーシャル
ワークコースの学修期間は、３年間（６学期制）
や３年６ヶ月間（７学期制）のところが混在して
いる。例えば、ポツダム社会福祉大学の学修期
間は３年間（６学期制）で、卒業要件として180
単位の取得が必要であるが、デュッセルドルフ社
会福祉大学やアリスザロモン社会福祉大学では３
年６ヶ月間（７学期制）で210単位となっている。
デンマークと同様、他国で履修した科目の単位を
所属大学で認定することは可能であるが、ドイツ
では各大学に教育カリキュラムの作成について一
定の裁量権があるため、大学間で科目設定に少な
からずバラツキが見られるのが現状である。
６．ボローニャ・プロセスに伴う課題
　このように、ボローニャ・プロセスによる欧州
圏内の各国の対応に多少の差は見られるが、欧州
高等教育圏の形成は着実に進んでいるといってよ
い。しかしながら、一方で近年深刻な課題も表面
化している。例えば、欧州圏内の多くの大学では
３年６ヶ月間（７学期）で210単位を取得しなけ
ればならないため、カリキュラムが過密で授業を
受けるのがハードになっていることである。しか
も多くの科目の定期試験を受けなければならない
ため、現実的に学修困難な状況が発生している。
さらにこのような状況は、他大学への留学も困難
にするなど、学生の流動性に支障が出ている。す
でに幾つかの国では学生による不満が続出し、抗
議デモにまで発展している。
　このような事態はドイツにおいても起きてお
り、各州文部大臣会議（Kultusministerkonferenz）
と大学学長会議（HRK）が合同会合を開き、今
後の具体的な施策が検討されるなど、その対応に
追われている。
７．日本への示唆
　近年、グローバル化・ボーダレス化が叫ばれる
中、日本では前鳩山首相が東アジア共同体構想に
ついて言及したことは記憶に新しい。また日本社
会事業大学における最近の研究として、「東アジ
ア高等教育圏の構築」や「ソーシャルワーク教育
のスタンダード化」を目指す方向性も見受けられ
る。このような日本における動きの中で、欧州圏
内のソーシャルワーカー養成について、日本の社
会福祉士養成との対比で特徴的なことを挙げるな
らば、少なくとも以下の４つを挙げることができ
る。
　① 欧州圏内共通の学位の導入により、ソーシャ
ルワーカーの国家間の移動を可能にしている
こと。
　② 理論教育及び実務教育ともに教育時間数が多
いこと（約6000時間）。
　③ 実務教育が重視されていること（約1000時
間）。
　④ 他国で理論及び実務教育を受けることが可能
で、自身の所属大学（ソーシャルワークコー
ス）で、取得単位として認定できること。
８．おわりに
　欧州高等教育圏の形成により、教育・研究・雇
用の水準の向上が期待されており、その展開は少
なからず日本に示唆を与えると感じる。しかし、
一方で過密なカリキュラムによって事実上学修困
難な状況が生じており、幾つかの国では学生の抗
議デモにまで発展していることから、その動向を
慎重に見守りつつ、今後の日本における社会福祉
士養成の在り方を模索していくことが望まれるだ
ろう。
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EPA に基づく介護福祉士候補者受け入れの現
状と課題
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院前期 2008 年卒　稲　葉　　　宏
１．研究目的
　高齢化が急速に進むわが国は2006年にフィリピ
ンおよびインドネシアと経済連携協定（EPA）が
締結し、2008年から看護師・介護福祉士候補者の
受入れを始めた。この協定の目的は、外国人によっ
て日本の介護・看護人材の不足を補うことではな
く人材交流の一環であるとされている。本研究は
EPAに基づく候補者受入れの制度上の目的と候補
者が来日した目的との間のかい離を中心に現状を
整理し、EPAに基づく受入れが本来の目的を達成
する上での課題について考察する。そして送り出
し国・受入れ国双方の高齢者介護の質の向上に資
することを目的とする。 　
２．研究の視点および方法
　本研究では、実際にEPAに基づいて看護師およ
び介護福祉士候補者を受入れた施設の担当者に聞
き取り調査を行うことで、候補者が来日した理由
と施設が受入れた理由を明らかにすることを目的
とした。なお、看護師候補者については、２回看
護師国家試験を受験し、２回目の試験で両名とも
試験に合格し、日本の看護師の資格を有してい
る。本調査は聞き取り調査である。調査対象者は、
EPAに基づいて来日したインドネシア人看護師候
補者とフィリピン人介護福祉士を受入れた就労先
施設の受入れ担当者である。実施期間は2010年２
月から３月である。時間は１施設あたり約１時間
の面接調査である。形式は調査対象者２人もしく
は１人に対して調査員１人もしくは２人が対面し
て座る形式である。候補者に対する調査項目は、
①調査対象者が候補者に関して担当している業務
の内容、②受入れ施設の基本情報（施設の種類、
施設が特化している分野等）③候補者の基本属性
（年齢、学歴、現場経験の有無）、④施設が候補者
